
 

 

令和６年８月 

 

飯田市議会第３回定例会 

 

新旧対照表 
 

 

議案第78号 飯田市個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例（案） 

議案第79号 飯田市指定介護予防支援等の事業に係る人員、運営及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定 

める条例及び飯田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

議案第80号 飯田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 

議案第81号 飯田市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例（案） 

議案第82号 飯田市総合運動場条例の一部を改正する条例（案） 



議案第78号1 

議案第78号1 

飯田市個人番号の利用等に関する条例新旧対照表（最終 令和６年３月29日飯田市条例第６号） 

改正後（案） 現行 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

【別記１ 参照】 【別記１ 参照】 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

【別記２ 参照】 【別記２ 参照】 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

【別記３ 参照】 【別記３ 参照】 



議案第78号2 

議案第78号2 

【別記１】 

 

改正後（案） 

機関 事務 

（略） 

３ 市長 生活に困窮する外国人に対する保護の決定及び実施、就労自立給付金若しくは進学・就職準備給付金の支

給、保護に要する費用の返還又は徴収金の徴収に関する事務であって市長が規則で定めるもの 

（略） 

 

現行 

機関 事務 

（略） 

３ 市長 生活に困窮する外国人に対する保護の決定及び実施、就労自立給付金若しくは進学準備給付金の支給、保

護に要する費用の返還又は徴収金の徴収に関する事務であって市長が規則で定めるもの 

（略） 

 



議案第78号3 

議案第78号3 

【別記２】 

 

改正後（案） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 飯田市営住宅等条例に

よる４号市営住宅の管

理に関する事務であっ

て市長が規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）による身体障害者手帳に関する情報（以

下「身体障害者関係情報」という。） 

(2) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）による精神障害

者保健福祉手帳に関する情報（以下「精神障害者関係情報」という。） 

(3) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護の実施に関する情報（以下「生活保

護実施関係情報」という。） 

(4) 地方税法（昭和25年法律第226号）その他の地方税に関する法律に基づく条例の規定

により算定した税額又はその算定の基礎となる事項に関する情報（以下「地方税関係

情報」という。） 

(5) 生活に困窮する外国人に対する保護の実施又は就労自立給付金若しくは進学・就職

準備給付金の支給に関する情報（以下「外国人生活保護実施関係情報」という。） 

２ 市長 行政措置として行う予

防接種の実施、給付の

支給又は実費の徴収に

関する事務であって市

長が規則で定めるもの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 医療保険各法（健康保険法（大正11年法律第70号）、船員保険法（昭和14年法律第7

3号）、私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）、国家公務員共済組合法（昭

和33年法律第128号）、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）又は地方公務員等共

済組合法（昭和37年法律第152号）をいう。）その他の法令による医療に関する給付の



議案第78号4 

議案第78号4 

支給に関する情報 

(2) 予防接種法（昭和23年法律第68号）による予防接種の実施に関する情報 

(3) 地方税関係情報 

(4) 生活保護法による保護の実施又は就労自立給付金若しくは進学・就職準備給付金の

支給に関する情報（以下「生活保護関係情報」という。） 

(5) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134号）その他の法令によ

る障害を有する者に対する手当の支給に関する情報 

(6) 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第７条第４号に規定する事項に関する情報

（以下「住民票関係情報」という。） 

(7) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による配偶者支援金の支給に

関する情報（以下「中国残留邦人等配偶者支援金関係情報」という。）又は同法によ

る支援給付の支給に関する情報（以下これらを「中国残留邦人等支援給付等関係情

報」という。） 

(8) 外国人生活保護実施関係情報 

３ 市長 生活に困窮する外国人

に対する保護の決定及

び実施、就労自立給付

金若しくは進学・就職

準備給付金の支給、保

護に要する費用の返還

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）による給付金に関する情報 

(2) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当、特別障害者手当又

は国民年金等の一部を改正する法律（昭和60年法律第34号）附則第97条第１項の福祉

手当の支給に関する情報 

(3) 生活保護関係情報 



議案第78号5 

議案第78号5 

又は徴収金の徴収に関

する事務であって市長

が規則で定めるもの 

(4) 児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）による児童扶養手当の支給に関する情報

（以下「児童扶養手当支給関係情報」という。） 

(5) 地方税関係情報 

(6) 母子保健法（昭和40年法律第141号）による養育医療の給付又は養育医療に要する費

用の支給に関する情報 

(7) 児童手当法（昭和46年法律第73号）による児童手当の支給に関する情報 

(8) 介護保険法（平成９年法律第123号）による保険給付の支給、地域支援事業の実施又

は保険料の徴収に関する情報 

(9) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123

号）による自立支援給付の支給に関する情報 

４ 市長 法別表の14の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 行政措置として行う予防接種の実施に関する情報 

(2) 中国残留邦人等配偶者支援金関係情報 

(3) 外国人生活保護実施関係情報 

５ 市長 法別表の24の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 国民健康保険法による医療に関する給付の支給に関する情報（以下「国保関係情

報」という。） 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）による医療に関する給付

の支給又は保険料に関する情報（以下「高確法関係情報」という。） 

(3) 介護保険法による保険給付の支給又は保険料に関する情報 

６ 市長 法別表の27の項の下欄 中国残留邦人等支援給付等関係情報であって市長が規則で定めるもの 



議案第78号6 

議案第78号6 

に掲げる事務 

７ 市長 法別表の52の項の下欄

に掲げる事務 

中国残留邦人等支援給付等関係情報であって市長が規則で定めるもの 

（略） 

９ 市長 法別表の111の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 生活保護実施関係情報 

(2) 中国残留邦人等支援給付等関係情報 

(3) 身体障害者関係情報 

(4) 精神障害者関係情報 

(5) 国保関係情報 

(6) 高確法関係情報 

(7) 介護保険法による保険給付の支給又は地域支援事業の実施に関する情報 

(8) 外国人生活保護実施関係情報 

（略） 

13 市長 法別表の117の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 生活保護実施関係情報 

(2) 地方税関係情報 

(3) 中国残留邦人等支援給付等関係情報 

 



議案第78号7 

議案第78号7 

現行 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 飯田市営住宅等条例に

よる４号市営住宅の管

理に関する事務であっ

て市長が規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）による身体障害者手帳に関する情報（以

下「身体障害者関係情報」という。） 

(2) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）による精神障害

者保健福祉手帳に関する情報（以下「精神障害者関係情報」という。） 

(3) 生活保護法（昭和25年法律第144号）による保護の実施に関する情報（以下「生活保

護実施関係情報」という。） 

(4) 地方税法（昭和25年法律第226号）その他の地方税に関する法律に基づく条例の規定

により算定した税額又はその算定の基礎となる事項に関する情報（以下「地方税関係

情報」という。） 

(5) 生活に困窮する外国人に対する保護の実施又は就労自立給付金若しくは進学準備給

付金の支給に関する情報（以下「外国人生活保護実施関係情報」という。） 

２ 市長 行政措置として行う予

防接種の実施、給付の

支給又は実費の徴収に

関する事務であって市

長が規則で定めるもの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 医療保険各法（健康保険法（大正11年法律第70号）、船員保険法（昭和14年法律第7

3号）、私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）、国家公務員共済組合法（昭

和33年法律第128号）、国民健康保険法（昭和33年法律第192号）又は地方公務員等共

済組合法（昭和37年法律第152号）をいう。）その他の法令による医療に関する給付の

支給に関する情報 

(2) 予防接種法（昭和23年法律第68号）による予防接種の実施に関する情報 



議案第78号8 

議案第78号8 

(3) 地方税関係情報 

(4) 生活保護法による保護の実施又は就労自立給付金若しくは進学準備給付金の支給に

関する情報（以下「生活保護関係情報」という。） 

(5) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134号）その他の法令によ

る障害を有する者に対する手当の支給に関する情報 

(6) 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）第７条第４号に規定する事項に関する情報

（以下「住民票関係情報」という。） 

(7) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）による配偶者支援金の支給に

関する情報（以下「中国残留邦人等配偶者支援金関係情報」という。）又は同法によ

る支援給付の支給に関する情報（以下これらを「中国残留邦人等支援給付等関係情

報」という。） 

(8) 外国人生活保護実施関係情報 

３ 市長 生活に困窮する外国人

に対する保護の決定及

び実施、就労自立給付

金若しくは進学準備給

付金の支給、保護に要

する費用の返還又は徴

収金の徴収に関する事

務であって市長が規則

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）による給付金に関する情報 

(2) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当、特別障害者手当又

は国民年金等の一部を改正する法律（昭和60年法律第34号）附則第97条第１項の福祉

手当の支給に関する情報 

(3) 生活保護関係情報 

(4) 児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）による児童扶養手当の支給に関する情報

（以下「児童扶養手当支給関係情報」という。） 



議案第78号9 

議案第78号9 

で定めるもの (5) 地方税関係情報 

(6) 母子保健法（昭和40年法律第141号）による養育医療の給付又は養育医療に要する費

用の支給に関する情報 

(7) 児童手当法（昭和46年法律第73号）による児童手当又は特例給付の支給に関する情

報 

(8) 介護保険法（平成９年法律第123号）による保険給付の支給、地域支援事業の実施又

は保険料の徴収に関する情報 

(9) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123

号）による自立支援給付の支給に関する情報 

４ 市長 法別表の10の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 行政措置として行う予防接種の実施に関する情報 

(2) 中国残留邦人等配偶者支援金関係情報 

(3) 外国人生活保護実施関係情報 

５ 市長 法別表の16の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 国民健康保険法による医療に関する給付の支給に関する情報（以下「国保関係情

報」という。） 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）による医療に関する給付

の支給又は保険料に関する情報（以下「高確法関係情報」という。） 

(3) 介護保険法による保険給付の支給又は保険料に関する情報 

６ 市長 法別表の19の項の下欄

に掲げる事務 

中国残留邦人等支援給付等関係情報であって市長が規則で定めるもの 



議案第78号10 

議案第78号10 

７ 市長 法別表の35の項の下欄

に掲げる事務 

中国残留邦人等支援給付等関係情報であって市長が規則で定めるもの 

（略） 

９ 市長 法別表の76の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 生活保護実施関係情報 

(2) 中国残留邦人等支援給付等関係情報 

(3) 身体障害者関係情報 

(4) 精神障害者関係情報 

(5) 国保関係情報 

(6) 高確法関係情報 

(7) 介護保険法による保険給付の支給又は地域支援事業の実施に関する情報 

(8) 外国人生活保護実施関係情報 

（略） 

13 市長 法別表の84の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 生活保護実施関係情報 

(2) 地方税関係情報 

(3) 中国残留邦人等支援給付等関係情報 

（略） 

 



議案第78号11 

議案第78号11 

【別記３】 

 

改正後（案） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 市長 生活に困窮する外国人

に対する保護の決定及

び実施、就労自立給付

金若しくは進学・就職

準備給付金の支給、保

護に要する費用の返還

又は徴収金の徴収に関

する事務であって市長

が規則で定めるもの 

教育委員会 学校保健安全法（昭和33年法律第56号）による医療に要する

費用についての援助に関する情報（以下「学校保健医療費用

関係情報」という。）であって市長が規則で定めるもの 

（略） 

 



議案第78号12 

議案第78号12 

現行 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

１ 市長 生活に困窮する外国人

に対する保護の決定及

び実施、就労自立給付

金若しくは進学準備給

付金の支給、保護に要

する費用の返還又は徴

収金の徴収に関する事

務であって市長が規則

で定めるもの 

教育委員会 学校保健安全法（昭和33年法律第56号）による医療に要する

費用についての援助に関する情報（以下「学校保健医療費用

関係情報」という。）であって市長が規則で定めるもの 

（略） 

 



議案第79号1 

議案第79号1 

飯田市指定介護予防支援等の事業に係る人員、運営及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例及び飯田市地域包括支援セン

ターの人員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

第１条関係 飯田市指定介護予防支援等の事業に係る人員、運営及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例新旧対照表（最

終 令和６年３月29日飯田市条例第12号） 

改正後（案） 現行 

（指定介護予防支援の業務の委託） （指定介護予防支援の業務の委託） 

第14条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事

業者は、法第115条の23第３項の規定により指定介護予防支援の一

部を委託する場合には、次に掲げる事項を遵守しなければならな

い。 

第14条 地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事

業者は、法第115条の23第３項の規定により指定介護予防支援の一

部を委託する場合には、次に掲げる事項を遵守しなければならな

い。 

(1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため地域包

括支援センター運営協議会（介護保険法施行規則第140条の66第

１号イに規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。）の

議を経なければならないこと。 

(1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の確保を図るため地域包

括支援センター運営協議会（介護保険法施行規則第140条の66第

１号ロ(2)に規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。）

の議を経なければならないこと。 

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 

 



議案第79号2 

議案第79号2 

第２条関係 飯田市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表（最終 令和６年３月29日飯田市条例第12号） 

改正後（案） 現行 

（職員及び員数に関する基準） （職員及び員数に関する基準） 

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号

被保険者の数がおおむね3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき

専らその職務に従事する常勤の職員の員数（飯田市地域包括支援セ

ンター運営協議会（指定居宅サービス事業者等（法第22条第３項に

規定する指定居宅サービス事業者等をいう。）又はこれらの者に係

る団体の代表者、居宅サービス等の利用者又は第１号被保険者若し

くは第２号被保険者の代表者、地域住民の権利擁護を行い又は相談

に応ずる団体等の代表者、地域における保健、医療又は福祉に関す

る学識経験を有する者等のうち、地域の実情を勘案して飯田市が適

当と認める者により構成されるものをいう。以下同じ。）が第１号

被保険者の数及び地域包括支援センターの運営の状況を勘案して

必要であると認めるときは、常勤換算方法（当該地域包括支援セン

ターの職員の勤務延時間数を当該地域包括支援センターにおいて

常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、当該地域包括

支援センターの職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法を

いう。）によることができる。次項において同じ。）は、原則とし

て次のとおりとする。 

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号

被保険者の数がおおむね3,000人以上6,000人未満ごとに置くべき

専らその職務に従事する常勤の職員の員数は、原則として次のとお

りとする。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、飯田市地域包括支援センター運営協議

会が地域包括支援センターの効果的な運営に資すると認めるとき

は、複数の地域包括支援センターが担当する区域を一の区域とし

 



議案第79号3 

議案第79号3 

改正後（案） 現行 

て、当該区域内の第１号被保険者の数について、おおむね3,000人

以上6,000人未満ごとに同項第１号から第３号までに掲げる常勤の

職員の員数を当該複数の地域包括支援センターに配置することに

より、当該区域内の一の地域包括支援センターがそれぞれ同項の基

準を満たすものとする。この場合において、当該区域内の一の地域

包括支援センターに置くべき常勤の職員の員数の基準は、同項第１

号から第３号までに掲げる者のうちから２人とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して

特定の生活圏域に一の地域包括支援センターを設置することが必

要であると飯田市地域包括支援センター運営協議会において認め

られた場合は、地域包括支援センターの人員配置基準は、次の各号

に掲げる担当する区域における第１号被保険者の数の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

２ 前項の規定にかかわらず、地理的条件その他の条件を勘案して特

定の生活圏域に一の地域包括支援センターを設置することが必要

であると飯田市地域包括支援センター運営協議会（法第22条第３項

に規定する指定居宅サービス事業者等又はこれらの者に係る団体

の代表者、法第23条に規定する居宅サービス等の利用者又は第１号

被保険者若しくは第２号被保険者の代表者、地域住民の権利擁護を

行い又は相談に応ずる団体等の代表者、地域における保健、医療又

は福祉に関する学識経験を有する者等のうち、地域の実情を勘案し

て飯田市が適当と認める者により構成されるものをいう。次条第２

項において同じ。）において認められた場合は、地域包括支援セン

ターの人員配置基準は、次の各号に掲げる担当する区域における第

１号被保険者の数の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) おおむね1,000人未満 第１項第１号から第３号までに掲げる

者のうちから１人又は２人 

(1) おおむね1,000人未満 前項第１号から第３号までに掲げる者

のうちから１人又は２人 

(2) おおむね1,000人以上2,000人未満 第１項第１号から第３号 (2) おおむね1,000人以上2,000未満 前項第１号から第３号まで



議案第79号4 

議案第79号4 

改正後（案） 現行 

までに掲げる者のうちから２人（うち１人は専らその職務に従事

する常勤の職員とする。） 

に掲げる者のうちから２人（うち１人は専らその職務に従事する

常勤の職員とする。） 

(3) おおむね2,000人以上3,000人未満 専らその職務に従事する

常勤の第１項第１号に掲げる者１人及び専らその職務に従事す

る常勤の同項第２号又は第３号に掲げる者のいずれか１人 

(3) おおむね2,000人以上3,000人未満 専らその職務に従事する

常勤の前項第１号に掲げる者１人及び専らその職務に従事する

常勤の前項第２号又は第３号に掲げる者のいずれか１人 

 



議案第80号1 

議案第80号1 

飯田市国民健康保険条例新旧対照表（最終 令和５年３月27日飯田市条例第９号） 

改正後（案） 現行 

第19条 飯田市は、世帯主が法第９条第１項若しくは第５項の規定に

よる届出をせず、又は虚偽の届出をした場合においては、その者に

対し、100,000円以下の過料に処する。 

第19条 飯田市は、世帯主が法第９条第１項若しくは第９項の規定に

よる届出をせず、若しくは虚偽の届出をした場合又は同条第３項若

しくは第４項の規定により被保険者証の返還を求められてこれに

応じない場合においては、その者に対し、100,000円以下の過料に

処する。 

 



議案第81号1 

議案第81号1 

飯田市消防団員等公務災害補償条例新旧対照表（最終 令和４年３月28日飯田市条例第８号） 

改正後（案） 現行 

（補償基礎額） （補償基礎額） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところによる。 ２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところによる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 消防作業従事者、救急業務協力者若しくは水防従事者又は応急

措置従事者（以下「消防作業従事者等」という。）が、消防作業

等に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に

従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又

は消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措

置の業務に従事したことによる負傷若しくは疾病により死亡し、

若しくは障害者となつた場合には9,100円とする。ただし、その

額が、その者の通常得ている収入の日額に比して公正を欠くと認

められるときは、14,200円を超えない範囲内においてこれを増額

した額とすることができる。 

(2) 消防作業従事者、救急業務協力者若しくは水防従事者又は応急

措置従事者（以下「消防作業従事者等」という。）が、消防作業

等に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措置の業務に

従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又

は消防作業等に従事し、若しくは救急業務に協力し、又は応急措

置の業務に従事したことによる負傷若しくは疾病により死亡し、

若しくは障害者となつた場合には8,900円とする。ただし、その

額が、その者の通常得ている収入の日額に比して公正を欠くと認

められるときは、14,200円を超えない範囲内においてこれを増額

した額とすることができる。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

別表（第５条関係） 別表（第５条関係） 

補償基礎額表 補償基礎額表 

【別記 参照】 【別記 参照】 

備考 備考 

１・２ （略） １・２ （略） 



議案第81号2 

議案第81号2 

【別記】 

 

改正後（案） 

階級 勤務年数 

10年未満 10年以上20年未満 20年以上 

  円 円 円 

団長及び副団長 12,500 13,350 14,200 

分団長及び副分団長 10,800 11,650 12,500 

部長、班長及び団員 9,100 9,950 10,800 

 

現行 

階級 勤務年数 

10年未満 10年以上20年未満 20年以上 

  円 円 円 

団長及び副団長 12,440 13,320 14,200 

分団長及び副分団長 10,670 11,550 12,440 

部長、班長及び団員 8,900 9,790 10,670 

 



議案第82号1 

議案第82号1 

飯田市総合運動場条例新旧対照表（最終 令和元年７月１日飯田市条例第22号） 

改正後（案） 現行 

（開場時間及び休場日） （開場時間及び休場日） 

第４条 施設の開場時間及び休場日は、次の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に定めるところによる。ただし、指定管理者

は、必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得て開場時間

又は休場日を変更することができる。 

第４条 施設の開場時間及び休場日は、次の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に定めるところによる。ただし、指定管理者

は、必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得て開場時間

又は休場日を変更することができる。 

(1) 開場時間 午前８時30分から午後９時まで (1) 開場時間 午前８時30分から午後５時まで 

(2) （略） (2) （略） 

別表（第９条関係） 別表（第９条関係） 

１ 飯田市総合運動場第１グラウンド １ 飯田市総合運動場第１グラウンド 

【別記 参照】 【別記 参照】 

２ （略） ２ （略） 



議案第82号2 

議案第82号2 

 

【別記】 

 

改正後（案） 

施設等の区分 利用料金 

専用する場合 施設利用 １時間当たり 1,400円 

照明利用 施設利用１回当たり 500円 

専用しない場合 個人利用 利用者 午前８時30分から正午

まで 

正午から午後５時まで 午後５時から午後９時ま

で 

一般 150円 150円 150円 

高校生 100円 100円 100円 

中学生以下 50円 50円 50円 

（略） 

（略） 

 



議案第82号3 

議案第82号3 

 

現行 

施設等の区分 利用料金 

専用する場合 １時間あたり 1,400円 

専用しない場合 個人利用 利用者 ８時30分から正午まで 正午から17時まで ８時30分から17時まで 

一般 150円 150円 300円 

高校生 100円 100円 200円 

中学生以下 50円 50円 100円 

（略） 

（略） 
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